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収の「判決」の方針は 1941年 11月 15日に大本営政府連絡会議で国策として承認された「対





















16 「大東亜建設座談会　本社主催　2　船が沈めば英も沈没　粘りは米の方が弱い」『朝日新聞』1942年 3月 20
日 1面。
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（誤）「英米合作経済抗戦力戦略点検表」 
（正）「英米合作経済抗戦力戦略点検討表」 
